
 

八代産材利用促進事業補助金交付要綱  

 （趣旨）  

第１条  この告示は、八代産材の利用を促進するため、木造住宅を新築、

改築、増築又はリフォーム（以下「新築等」という。）する者に対して

予算の範囲内でその建築経費を助成する八代産材利用促進事業補助金

（以下「補助金」という。）の交付に関し、必要な事項を定めるものと

する。  

 （定義）  

第２条  この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。  

（１）新築  新たに、又は既存の住宅の全部を除去し、若しくは災害等に

よって滅失した後、住宅（延床面積の２分の１以上を居住の用に供す

るもの、かつ、居住の用に供する部分以外の部分の床面積の合計が５

０平方メートルを超えないものに限る。以下同じ。）を建築すること

をいう。  

（２）改築  既存の住宅（専用住宅に限る。以下この号、次号及び第４号

において同じ。）の一部を除去し、又は災害等によって滅失した既存

の住宅の一部を従前と同規模で建築することをいう。  

（３）増築  既存の住宅の床面積を増加させることをいう。  

（４）リフォーム  既存の住宅の内装工事をすることをいう。  

（５）八代産材  市内で生産され、かつ、製材された木材で新品のものを

いう。  

 （補助対象住宅）  

第３条  補助金の交付の対象となる住宅（以下「 補助 対象住宅」とい

う。）は、次の各号のすべてに該当するものとする。  

（１）建築主自らが居住するために新築等をする木造住宅で市内において

建築されるものであること。  

（２）市長が別に指定する新築、改築及び増築に係る構造材又はリフォー

ムに係る内装材の木材使用材積数量のうち、八代産材を８０パーセン

ト以上使用していること。  

（３）新築等の施工が市内の事業者によるものであること。  

（４）新築においては、八代市産の畳を６畳以上使用していること。  

（５）原則として、第６条の規定による交付申請をした日の属する年度の

末日までに新築等が完了し、及び第９条の規定による実績報告ができ

るものであること。  

 （補助対象者）  

第４条  補助金の交付の対象者は、補助対象住宅の建築主であって、次の

各号のすべてに該当するものとする。  

（１）市内に住所を有する者（補助対象住宅の新築等に伴い市内に転入す



 

る者（以下「転入予定者」という。）を含む。）  

（２）市税等の滞納がない者  

 （補助金の額）  

第５条  補助金の額は、次に掲げる新築等の区分に応じ、当該各号に定め

る方法により算定した額（その額に１，０００円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てる。）とする。ただし、新築にあっては２０万円を、

改築、増築及びリフォームにあっては１０万円を限度額とする。  

（１）新築、改築及び増築  補助対象住宅の新築、改築及び増築に係る床  

面積の坪数に４，０００円を乗じて得た額  

（２）リフォーム  補助対象住宅のリフォームに係る１立方メートル単位  

で表示した木材使用材積数量に１万円を乗じて得た額  

 （補助金の交付申請）  

第６条  補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、

八代産材利用促進事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書

類を添付して、補助対象住宅の新築、改築及び増築にあっては新築、改

築及び増築に係る契約後６０日以内に、リフォームにあっては工事着工

の５日前までに市長に提出しなければならない。  

（１）住民票（転入予定者にあっては、誓約書（様式第２号））  

（２）市税等の納税証明書  

（３）位置図、平面図及び立面図  

（４）着工前の写真  

（５）契約書の写し  

（６）木材使用予定書（様式第３号）  

（７）木材使用内訳書（様式第４号）  

（８）その他市長が必要と認める書類  

（補助金の交付決定）  

第７条  市長は、前条の規定による申請があったときは、速やかにその内

容を審査の上、補助金の交付の可否を決定し、八代産材利用促進事業補

助金交付決定・却下通知書（様式第５号）により申請者に通知するもの

とする。  

（変更承認申請等）  

第８条  前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決

定者」という。）は、次の各号のいずれかに該当する場合は、八代産材

利用促進事業補助金変更等承認申請書（様式第６号）に必要な書類を添

付して市長に提出し、その承認を得なければならない。  

（１）交付決定の内容を変更するとき。  

（２）補助対象住宅の新築等を中止し、又は廃止するとき。  

２  市長は、前項の規定による承認をしたときは、八代産材利用促進事業

補助金変更等承認通知書（様式第７号）により交付決定者に通知するも



 

のとする。  

 （実績報告）  

第９条  交付決定者は、補助対象住宅の新築等の完了後速やかに八代産材

利用促進事業補助金実績報告書（様式第８号）に次に掲げる書類を添付

して市長に提出しなければならない。  

（１）住民票  

（２）使用木材証明書（様式第９号）  

（３）木材使用内訳書  

（４）出荷証明書（様式第１０号）  

（５）完成時の写真  

（６）その他市長が必要と認める書類  

（補助金の確定）  

第１０条  市長は、前条の規定による実績報告があったときは、当該報告

の書類を審査し、及び必要に応じて現地調査を行うものとする。  

２  市長は、前項の審査及び現地検査の結果に基づき、補助金の額を確定

し、八代産材利用促進事業補助金確定通知書（様式第１１号）により速

やかに交付決定者に通知するものとする。  

 （補助金の請求）  

第１１条  交付決定者は、前条第２項の規定により補助金の額の確定通知

を受けたときは、八代産材利用促進事業補助金交付請求書（様式第１２

号）により、補助金の交付を市長に請求しなければならない。  

（補助金の交付）  

第１２条  市長は、前条の規定による請求を適当と認めるときは、速やか

に補助金を交付するものとする。  

（新築等の承継）  

第１３条  交付決定者の地位を承継した者は、当該交付決定者が有する補

助金の交付を受ける権利を承継しようとするときは、遅滞なく八代産材

利用促進事業承継届（様式第１３号）に次に掲げる書類を添付して市長

に提出しなければならない。  

（１）承継の事実を証する書類  

（２）その他市長が必要と認める書類  

（決定の取消し等）  

第１４条  市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認める

ときは、補助金の交付を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若し

くは一部を返還させるものとする。  

（１）偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。  

（２）その他市長が交付決定を取り消すことが適当と認めるとき。  

 （その他）  

第１５条  この告示に定めるもののほか、八代産材利用促進事業の実施に



 

関し必要な事項は、市長が別に定める。  

   附  則  

 この告示は、平成 21 年 4 月 1 日から施行する。  

   附  則（平成 23 年 5 月 18 日告示第 43 号）  

 （施行期日等）  

１  この告示は公布の日から施行し、改正後の八代産材利用促進事業補助

金交付要綱の規定は、平成 23 年 4 月 1 日から適用する。  

 （経過措置）  

２  この告示の適用の日からこの告示の施行の日の前日までの間において

行われた改正前の様式による申請又は証明は、改正後の様式により行わ

れた申請又は証明とみなす。  

附  則（平成 25 年 8 月 27 日告示第 91 号）  

  この告示は、公布の日から施行し、改正後の八代産材利用促進事業補

助金交付要綱の規定は、平成 25 年 4 月 1 日から適用する。  

様式（省略）  


